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内部統制システムの構築に関する基本方針の一部改定に関するお知らせ 

 

当社は、平成 20 年９月４日開催の取締役会において、「内部統制システムの構築に関する基本

方針」の一部改定を決議しましたのでお知らせいたします。（変更箇所は下線で示しております。） 

記 

１． 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

（会社法第 362 条第４項第６号） 

（1） 当社は、倫理規程を設け、この中で当社の基本理念、企業市民としての基本原則、公正

性及び透明性の確保などを定めている。取締役は、業務執行が適正かつ健全に実践され

るべく、当該規程に即した行動を率先垂範し、グループ企業全体の行動基準として遵守

する。 

（2） 取締役は、取締役相互において法令及び定款への適合性を監視するとともに、毎月の定

時取締役会において、各々委嘱された職務の執行状況を報告する。 

（3） 取締役は、監査役から定期的に監査を受けるとともに、善管注意義務や利益相反取引等

に関する確認書を監査役に毎年提出する。 

（4） 当社は、「倫理規程」に反社会的勢力との関係を遮断する基本方針を掲げるとともに、

事業のあらゆる分野における反社会的勢力との取引を防止する体制として、内部管理室

が統括部署となり、関係行政機関及び暴力追放運動推進センター等が行う講習に積極的

に参加し、また顧問弁護士も含め相談、助言、指導を受けて連携して対応する。 

２． 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

（会社法施行規則第 100 条第１項第１号） 

（1） 取締役会・経営会議その他の重要な会議の意思決定にかかわる情報、代表取締役社長決

裁その他の重要な決裁にかかわる情報並びに財務、事務及びリスク・コンプライアンス

に関する情報を記録・保存、そしてそれらを適切に管理し、必要な関係者が閲覧できる

体制を整備する。 

（2） 情報システムを安全に管理し、検証し、不測の事態に適切かつ迅速な対応が行われる仕

組みを整備する。 
 
 



３． 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

（会社法施行規則第 100 条第１項第２号） 

（1） 経営に重大な影響を及ぼすリスクを認識し、評価する仕組みを構築・整備する。 

（2） コンプライアンス及びリスク管理の実効性を確保するために、リスク・マネージメント

委員会（以下単に「委員会」）を設置し、委員会及び委員長の職務権限（グループ企業

全体に対する指導権限を有する。）と責任を明確にした体制を構築・整備する。 

（3） 経営に重大な影響を及ぼす不測事態が発生し、または発生する恐れが生じた場合、有事

の対応を迅速に行うとともに、委員会を中心として全社的かつ必要であれば企業グルー

プとしての再発防止策を講じる。 

４． 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

（会社法施行規則第 100 条第１項第３号） 

（1） 取締役の職務権限と担当業務を明確にし、会社の機関相互の適切な役割分担と連携を確

保する。 

（2） 取締役会付議に係る重要事項については、経営会議で事前審議を行い、論点を整理した

上で取締役会へ上程することにより、取締役会における意思決定の効率化を図る。 

５． 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

（会社法施行規則第 100 条第１項第４号） 

（1） 事業に係わる法令等を認識し、その内容を関連部署に周知徹底させることにより、法令

等遵守の基本的な就業姿勢を確立する。 

（2） 内部管理室の配置により、内部統制システムが有効に機能しているか確認し、その執行

状況を監視する。 

（3） 取締役会は、法令等遵守のための体制を含む内部統制システムを決定するとともに、委

員会より定期的に状況報告を受ける。 

（4） 内部通報者の保護を徹底した通報・相談システム（相談窓口）を委員会に設置する。 

（5） 委員会の設置により、法令等遵守に関する規程の整備、並びに倫理規程を周知徹底させ、

法令等の遵守意識の維持・向上を図る。 

６． 当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保す

るための体制                          （会社法施行規則第 100 条第１項第５号） 

（1） 子会社との緊密な連携の下、企業グループとしての法令等を遵守した健全で持続的な事

業の発展に努める。 

（2） 重要事項の報告及び周知徹底を行なう機関としてグループ経営会議を設置し、企業グル

ープ間での情報の共有化を図ることとする。 

７． 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す

る事項                        （会社法施行規則第 100 条第３項第１号） 

（1） 監査役より合理的な理由に基づき監査業務の補助者を求められた場合、取締役は、当該

業務を補助する使用人（以下「監査役スタッフ」）として適切な人材を配置する。 

８． 使用人の取締役からの独立性に関する事項 

（会社法施行規則第 100 条第３項第２号） 

（1） 監査役スタッフは、業務に関して、取締役の指揮命令を受けないものとする。 



９． 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 

                    （会社法施行規則第 100 条第３項第３号） 

（1） 取締役及び使用人は、会社経営及び事業運営上の重要事項並びに業務執行の状況及び結

果について、監査役に報告できることとする。 

（2） 取締役は、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実があることを発見した場合、速や

かに監査役に報告する。 

10．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

（会社法施行規則第 100 条第３項第４号） 

（1） 取締役と監査役は、相互の意思疎通を図るため適宜会合を持つ。 

（2） 取締役は、監査役の職務の適切な執行のため監査役との意思疎通、情報の収集・交換が

適切に行えるよう協力する。 

（3） 取締役は、監査役が必要と認めた重要な取引先の調査に協力する。 

（4） 代表取締役・監査法人それぞれとの間で定期的に意見交換会を開催する。 

11．財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制 

（金融商品取引法第 24 条の４の４） 

（1） 当社は、財務報告の信頼性と適正性を確保するため、金融商品取引法等の法令に準拠し

た財務報告に係る内部統制システムを整備し、その有効性の評価を行い、不備がある場

合には速やかに是正し改善する体制を運用する。 

（2） 財務報告に係る内部統制システムの整備及び運用状況は、内部統制システムの整備及び

評価に精通した担当が評価するとともに、内部監査部門によって、内部統制の評価に係

る業務運営の適正性を検証する。 
 

以 上 


